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1. 研究背景と目的

都市集積現象のメカニズムを表現した代表例であ

るKrugman1)モデルは複数の均衡解を持ち，その集

積状態の創発はパタメータ空間 (総人口，交通費用等)

での分岐を伴うことが知られている．しかし，その集

積・分散の仕組みは，地域 (都市)数が 2と 3の場合し

か明らかにされていない．そのため，都市数が更に増

加した場合における人口の空間的 (地域・都市間)集

積・分散パターンに関して十分な研究が行われている

とは言えない状況である．そこで，本論文の目的は，

このモデルを全く同一の人口を持つn(= 3, 4, · · · , 2k)

都市モデルへと拡張し，分岐理論3)を用いることによ

り，均衡解の分岐のメカニズムを数値的に解明する．

変化させるパラメータは輸送費の変化であり，都市

数の増加に伴なう都市数の集積・分散特性を分岐解

析結果に基づき分析する．

2. 都市の集積・分散モデル

(1) 一般均衡の枠組み

Krugmanモデルは，下記の仮定に基づいている．

• 経済は，独占的競争の行われる工業部門と完全
競争的な農業部門の 2部門からなる．

• 経済全体では工業労働者はµ，農業労働者は (1－

µ)存在する．

• 農業労働者は，各地域には均等に分布している．
地域間の移動は不可能である．

• 工業労働者は自身の効用を最大化するように自
由に都市間を移動することができ，地域 rの工

業労働者の名目賃金および実質賃金をそれぞれ

wM
r ，ωM

r で表す．

• 農業労働者は移動不可能で，すべての都市に均
等に分布しており，賃金 1である．

• 工業品の輸送には輸送費がかかり，農業品の輸
送には輸送費はかからないこととする．
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(2) 都市人口の配置とモデルの定式化

n都市における人口をある 1都市から順に λ1，λ2，

λ3，· · ·，λnと円周に沿って等間隔に配置する．また，

都市 rから都市 sまでの工業品輸送費 Trsは，ある一

定値 τ と都市間の短い方の距離で決定される指数関

数で表現すると定義し，Trs ∈ (0, 1]とする．

更に，消費者の効用最大化行動，生産者の利潤最大

化行動，氷塊輸送を考慮したこのKrugmanモデルに

おいて，非線形連立方程式は以下のように定式化さ

れる．
[

n∑
s=1

YsT
1−σ
is Gσ−1

s ] − wσ
i = 0 (1)

(ω̄ − ωi)λi = 0 (2)

λ1 + · · · + λn − 1 = 0 (3)

ω̄ − ωi ≥ 0 λi ≥ 0 (i = 1, 2, · · · , n) (4)

ここで，式 (1)において，Yr = µλrwr + (1 − µ)/n，

Gr = [
n∑

s=1
λs(wsTsr)1−σ]1/(1−σ)であり，式 (4)は相補

性条件式であり，各変数の意味は下記の通りである．
ωr = wrG

−µ
r : 都市 rの工業労働者の実質賃金

ω̄ : 均衡実質賃金

λr ∈ [0, 1] : 都市 rにおける工業人口全体に対する割合

Yr : 都市 rの所得

wr : 都市 rにおける工業労働者の賃金

µ ∈ (0, 1] : 工業品への支出割合

Gr: 都市 rの工業品価格指数

σ ∈ [1, +∞] : 任意の差別化された２財間の代替弾力性

3. 分岐理論とモデルへの適用

(1) 計算分岐理論

式 (1)–(3)において，未知変数uとパラメータ fを，
u = (w1, . . . , wn, λ1, . . . , λn, ω̄)T , f = τ (5)

と取り，非線形連立方程式 F (u, f) を誘導し，

Newton-Raphson法を用いて，平衡解 (u, f)を求め

ていく．また，増分支配方程式から求まるヤコビ行列

( J(u, f) = ∂F /∂u )の固有値解析により，固有値が
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全て負の場合を安定解とし，式 (1)の平衡解より，不

等式条件 (4)を満足するものを実際には採用する．た

だし，全都市の人口が一様に増加する固有ベクトル

とその固有値は人口一定条件 (3)を満たさない解とし

て除外する．数値解析法の詳細は，池田他に譲る3)．

(2) 群論的分岐理論

本研究で扱うモデルは n個の都市が円周に沿って

等間隔に存在する状況を考えているので，正 n角形

状の対称性を表す 2面体群 G = Dnが対称群となる

2面体群Dnは
Dn = {e, rn, . . . , rn−1

n , s, srn, . . . , srn−1
n } (6)

と定義される．ここでこの式の右辺の各要素は下記

の幾何学的対称性を表す座標変換である．

• 何も操作しない変換 : e

• 正n角形の中心のまわりに反時計方向に 2π/n回

転する変換 : rn (ri
n:変換を i回行う)

• 軸上に鏡を置いて映した像への変換 : s

図 1は，n = 4，8の場合に対して，対称性の喪失を伴

う分岐の仕組みを示すものである．この種の図より，

人口が n都市に分布している状態から一極集中する

までの分岐過程の仕組みを知ることができる．
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図–1 群論的分岐理論

4. 都市の集積解析結果

(1) 4都市の場合の対称性破壊分岐

例として 4都市を取り上げる．都市 1，2の人口 λ1，

λ2と輸送費 T との関係を図 2に示す．安定解を黒の

実線，平衡解において不等式条件 (4)を満たす解を黒

の破線で示した．また，人口比率の大きさを○の面

積で表現し，経路上の白丸は分岐点である．『新しい

空間経済学』1)に基づき，パラメータ µ = 0.4に固定

し，σの値を変化させ解析を行った．σ = 5.0，10.0と

もに 4都市に同一の人口を持つ状態であるD4から対

称性を順次喪失し，1都市への集積を起こしており，

図 1の左側に示した規則に従っている．しかし，対称

性という観点から，両者は異なる分岐経路であるこ

とが判明した．σ = 5.0の場合，D2における 2都市

均衡の安定解が存在せず，D3
1へと分岐し，σ = 10.0

の場合には D3
1は存在せず，D2の 2都市安定解へと

分岐が発生している．

(2) 周期倍分岐

パラメータ (µ，σ)の値を変化させ，全く同一の人口

を持つ n都市から一極集中に至る分岐経路の中にお

いて，不等式条件 (4)を満たす経路を取り上げると，

輸送費が減少するにつれ，系の状態が (16都市↔8都

市↔4都市↔2都市↔1都市)と周期を倍にしながら

分岐現象が発生する．この現象は周期倍分岐と呼ば

れ，都市が集積・分散現象はこれに従うことが明らか

にされた．(µ, σ) = (0.4, 10.0)の周期倍分岐の発生例

を図 3に示すとともに 16都市における周期倍分岐の

例を示す．
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図–2 4都市における解析結果
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